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市街化区域

居住誘導区域
居住を誘導し人口密度を維持
都市機能誘導区域
医療・福祉・商業施設等立地促進

立地適正化計画区域
（都市計画区域）

公共交通沿線公共交通沿線
への居住の誘導への居住の誘導

歩行空間や歩行空間や
自転車利用自転車利用
環境の整備環境の整備

循環型公共交通循環型公共交通
ネットワークネットワーク

拠点エリアへの拠点エリアへの
都市機能誘導都市機能誘導
拠点エリアへの
都市機能誘導

デマンド型デマンド型
乗合タクシー乗合タクシー
デマンド型
乗合タクシー

循環型公共交通
ネットワーク

歩行空間や
自転車利用
環境の整備

乗換拠点乗換拠点
の整備の整備

拠点を結ぶ拠点を結ぶ
交通サービス交通サービス

コミュニティバスコミュニティバス
等の支線輸送等の支線輸送

乗換拠点
の整備

拠点を結ぶ
交通サービス

拠点を結ぶ拠点を結ぶ
交通サービス交通サービス
拠点を結ぶ
交通サービス

コミュニティバス
等の支線輸送

公共交通沿線
への居住の誘導

■居住誘導区域等における災害リスク分析と

防災・減災まちづくりに向けた課題の抽出

都市計画関連情報の現況の確認

災害ハザード情報の収集・整理

災害リスクの高い地域等の抽出

地域ごとの防災上の課題の整理

■ 防災まちづくりの将来像、取組方針の検討

■具体的な取組、スケジュール、目標値の検討

具体的なハード・ソフトの取組の検討

取組スケジュールの検討、目標値の検討

誘
導
施
設
・
誘
導
区
域
等
の
検
討

 居住や都市の⽣活を⽀える機能の誘導によるコンパクトなまちづくりと地域交通の再編との連携による、
 『コンパクトシティ・プラス・ネットワーク』のまちづくりです。

近年の豪雨災害の激甚化、頻発化は、全国各地にお
いて生命及び財産に甚大な被害をもたらしており、また
首都直下型地震発生の切迫性も懸念されています。
このような状況を鑑み、令和2年9月に都市再生特別

措置法の一部が改正され、立地適正化計画に防災指針
を位置付けることが定められました。
一方、本市においては、荒川沿岸に位置する平坦な土

地であることから、河川の氾濫による水害発生のリスク
が非常に高く、また、地震による被害も大きいと予想さ
れています。

このことから、平成31年に策定した本市の立地適
正化計画についても、居住や都市機能の誘導を図る
上で必要となる都市の防災に関する機能の確保・向
上を図るため、新たに防災指針編を作成することと
なりました。
本指針では、都市基盤の整備などにより防災機能

を高めるとともに、住民による防災・減災に向けた
取組の推進等について、ハード及びソフトの両面か
ら具体的な取組として位置付けることで、本市で安
心して暮らし続けることができるまちづくりを目指し
ます。

※誘導区域は居住や立地を規制するものではなく、緩やかに誘導するものです。

災害リスクなどの課題を抽出するとともに、都市の防災に
関する機能を確保するための⽅針を策定します。あわせて
この⽅針に基づく具体的な取組を位置づけることにより、居
住誘導区域等における防災・減災対策の充実に努めます。

都市や市街地が抱える課題を解決するための具体的な施
策を位置づけます。国等が⾏う施策、国の⽀援を受けて市
町村が⾏う施策、市町村が独⾃に講じる施策があります。

⼈⼝や都市機能を誘導する誘導区域を設定します。

■防災指針

■誘導区域

■誘導施策

戸田市立地適正化計画防災指針 ( 案 ) について戸田市立地適正化計画防災指針 ( 案 ) について

● 背景と目的

● 立地適正化計画とは

● 防災指針策定のフロー



建物倒壊危険度の高い区域にも
旧耐震基準の建物が少なからず
分布しており、建物倒壊のリス
クが高い。

家屋倒壊等氾濫想定区域に木造の
建物が多く立地しているため、倒
壊のリスクが高いと想定される。

以上

破堤した後では、指定緊急避難
場まで避難することが困難にな
ると考えられる。

破堤後すぐに避難を開始しなければ
指定緊急避難場所への到達が困難に
なる可能性が高いと予想される。

破堤点

※荒川における下図破堤点で破堤した場合

3.0ｍ～ 5.0ｍの浸水が想定さ
れ、かつ住宅系の建物が多い
エリアで垂直避難が可能な建
物が少ない。

3.0ｍ～ 5.0ｍまたは 1.0ｍ～
3.0ｍの浸水が想定され、かつ
住宅系の建物が多いエリアで
垂直避難が可能な建物が少な
い。

早期に北の

高台へ

早期に荒川の南側の高台へ

　 ～ ５m

５ ～ 10m

10 ～ 15m

15 ～ 20m

20 ～ 50m

50m ～

凡例
［標高］

・・・・・・・・２

１

３

■家屋倒壊等氾濫想定区域内の建物の分布

 ⼾⽥市は、荒川が氾濫した場合、市内全域が⽔没
するため、市外の⾼台等の安全な場所へ避難するこ
とが最も重要となってきます。

近隣自治体の施設へ避難

■浸水到達時間（30分経過）と指定緊急避難場所

水害による建物倒壊のリスク水害による建物倒壊のリスク

指定緊急避難場所までの避難時のリスク指定緊急避難場所までの避難時のリスク 垂直避難可能建物への避難時のリスク垂直避難可能建物への避難時のリスク

地震による建物倒壊のリスク地震による建物倒壊のリスク

■建物倒壊危険度と旧耐震基準建物の分布

■洪水浸水想定区域と垂直避難可能建物

■戸田市周辺の標高図

避難先を各自で確保
（親戚・知人宅や勤め先など）

逃げ遅れた場合は
市内の「指定避難所」

「指定緊急避難場所」へ避難
出典：地理院地図を基に作成

● 戸田市における避難について

● リスク分析



地域区分

鉄道駅

鉄道

都市機能誘導区域

居住誘導区域

道路冠水実績

アンダーパス

指定緊急避難場所 （地震等・洪水発生時）

指定緊急避難場所 （地震等発生時）

指定避難所 （地震等発生時）

垂直避難可能建物

垂直避難不可能建物

家屋倒壊等氾濫想定区域 （荒川）

Ａ：地域のほぼ全域で３ｍ以上の浸水が想定されてい

る。

➡ 河川整備の促進や維持管理を継続。防災に関する

適切な情報の発信。早期広域避難の周知徹底。

Ｂ：指定緊急避難場所は、新曽小学校、新曽中学校、新

曽北小学校、芦原小学校、戸田翔陽高等学校、戸田

市スポーツセンター、新曽福祉センター、戸田か

けはし高等特別支援学校。

➡ 安全・安心な避難環境の整備。浸水前の迅速かつ

安全な避難に向けた、避難施設及び避難経路につ

いての周知。地域や避難者の特性に応じた避難訓

練の実施。

Ｃ：荒川が氾濫した場合には、３日から長ければ１週

間程度浸水が続くことが想定されている。

➡ 市内の避難施設における非常食等の備蓄の充実。

Ｆ：高齢者が多く居住しており、延

焼による避難時のリスクが高

いエリア。

➡ 火災に対する安全性の向上。

建物の不燃化対策の促進。

Ｄ：居住誘導区域内に家屋倒壊等

氾濫想定区域が指定されてお

り、木造家屋等が倒壊するお

それがある。

➡ 発災前の市外への事前避難の

徹底。垂直避難が可能な堅牢

な建物の確認。

Ｅ：冠水履歴のある道路が集

中しており、豪雨時に浸

水するリスクが高い。

➡ 浸水対策の強化による

内水被害の軽減。日頃か

ら防災情報等の注視。

Ｇ：地震による建物の倒壊危険度が比較的高いエリア。

➡ 建物の倒壊を防ぐための耐震化や液状化対策の実施。

Ｅ：戸田市役所周辺は冠水履

歴のある道路が集中して

いる。

➡ 浸水対策の強化による内

水被害の軽減。日頃から

防災情報等の注視。

Ｄ：居住誘導区域内に家屋倒

壊等氾濫想定区域が指

定されており、木造家屋

等が倒壊するおそれが

ある。

➡ 発災前の市外への事前

避難の徹底。垂直避難が

可能な堅牢な建物の確

認。

Ａ：地域のほぼ全域で３ｍ以上の浸水が想

定されている

➡ 河川整備の促進や維持管理を継続。防

災に関する適切な情報の発信。早期広

域避難の周知徹底。

Ｂ：指定緊急避難場所は、戸田南小学校、戸

田第一小学校、戸田中学校や児童セン

ターこどもの国、上戸田地域交流セン

ター（あいパル）、戸田市文化会館。

➡ 安全・安心な避難環境の整備。浸水前の

迅速かつ安全な避難に向けた、避難施

設及び避難経路についての周知。地域

や避難者の特性に応じた避難訓練の実

施。

Ｃ：荒川が氾濫した場合には、３日から長け

れば１週間程度浸水が続くことが想定

されている

➡ 市内の避難施設における非常食等の備

蓄の充実。

Ｆ：延焼による避難時のリスクが高いエリ

ア。

➡ 火災に対する安全性の向上。建物の不

燃化対策の促進。

Ｇ：建物の倒壊危険度が高いエリアが地

域内に広く分布している

➡ 建物の倒壊を防ぐための耐震化や

液状化対策の実施。

Ａ：地域のほぼ全域で３ｍ以上の浸水が想定されている。

➡ 河川整備の促進や維持管理を継続。防災に関する適切な情報の発信。早期

広域避難の周知徹底。

Ｂ：指定緊急避難場所は、戸田東小学校、戸田東中学校、喜沢小学校、喜沢中学

校、戸田第二小学校、東部福祉センター、心身障害者福祉センター。

➡ 安全・安心な避難環境の整備。浸水前の迅速かつ安全な避難に向けた、避難

施設及び避難経路についての周知。地域や避難者の特性に応じた避難訓練

の実施。

Ｃ：荒川が氾濫した場合には、３日から長ければ１週間程度浸水が続くことが

想定されている。

➡ 市内の避難施設における非常食等の備蓄の充実。

Ｅ：過去に道路が冠水しているエリアが点在しているため、豪雨時に浸水する

リスクが高いと言える。

➡ 浸水対策の強化による内水被害の軽減。日頃からの防災情報等の注視。

Ｄ：居住誘導区域内に家屋倒壊等氾濫想定

区域が指定されており、木造家屋等が

倒壊するおそれがある。

➡ 発災前の市外への事前避難の徹底。垂

直避難可能な堅牢な建物の確認。

Ｇ：地震による建物の倒壊危険度が高いエ

リアが地域内に広く分布している。

➡ 建物の倒壊を防ぐための耐震化や液

状化対策の実施。

Ｆ：高齢者が多く居住しており、延焼

による避難時のリスクが高いエ

リア。

➡ 火災に対する安全性の向上。建物

の不燃化対策の促進。

Ｆ：延焼による避難時のリスク

が高いエリア。

➡ 火災に対する安全性の向

上。建物の不燃化対策の促

進。

Ａ：荒川の氾濫による浸水が３m～５

ｍ以上とされており、住居系の

建物が多いエリアで垂直避難可

能建物が少ない。

➡ 河川整備の促進や維持管理を継

続。防災に関する適切な情報の

発信。早期広域避難の周知徹底。

災害の種類 リスク等項目

水災害
外水

A：浸水に係るリスクについて

B：避難施設について

C：浸水継続のリスクについて

D：家屋倒壊のリスクについて

内水 E：内水による道路の冠水リスクについて

地震災害
F：地震による火災のリスクについて

G：液状化のリスクについて

１

２ ３

１
２

３
４

５

※ベース図は全て荒川の浸水想定区域（最大規模）

下戸田地域

上戸田地域 新曽地域

■地域区分

■災害リスクの分類

● 地域別の課題
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24724
楕円

24724
楕円

24724
楕円

24724
楕円
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楕円

24724
楕円

24724
楕円

24724
楕円

24724
楕円

24724
楕円

24724
楕円

24724
楕円



 本市では、災害時においても本来の機能を維持できる都市基盤や防災関連施設の整備・維持管理を推進するととも
に、住宅の耐震化や地域防災⼒の向上に向けて市⺠・事業者・市が協働して取組み、災害に対して安全・安⼼なまちづくり
を⽬指します。

● 防災まちづくりの将来像

● 取組み方針と具体的な取組み項目

災害種類 取組項⽬

インフラ機能の維持管理

避難経路確保と災害活動円滑化のための道路整備

河川整備の推進と維持管理

⾬⽔貯留浸透施設等の整備による浸⽔対策の強化

地震 延焼拡⼤抑⽌のための基盤整備

【 取組み⽅針１】災害に強いまちの実現に向けた都市
基盤の整備推進

全般

⽔害

災害種類 取組項⽬

全般 避難環境の整備

⽔害 浸⽔被害に対応した避難場所と避難経路の確保

地震 住宅の耐震化と安全対策

【取組み⽅針３】命を守るための地域防災⼒の向上
災害種類 取組項⽬

防災に係る情報発信と意識啓発

訓練や情報共有等を通じた地域防災⼒の向上
全般

  整備と住宅の耐震化促進

● 目標値

【取組み⽅針２】防災活動拠点の確保に向けた公共施設の

番号 内容 現況 ⽬標値（令和10年度）
1 北⼤通の⾬⽔貯留管の整備   8.7％（令和4年度） 100%

2 ⾬⽔排⽔施設の整備 72.3％（令和4年度） 74.0%

3 都市計画道路の整備 79.4％（令和4年度） 81.3%

番号 内容 現況 ⽬標値（令和10年度）

5 29.1%
（令和3年度）

33.7％

6 16.5%
（令和3年度）

18.5％

市⺠意識調査における
防災対策への満⾜度
（『満⾜』+『まぁ満⾜』の割合）
市⺠意識調査における
災害からの安全性
（『⾮常に良い』+『やや良い』の割合）

Ｅ：アンダーパスにおいて冠水による

途絶のおそれ。

➡ アンダーパスの迂回路の事前確認

と豪雨時の利用回避。

Ｂ：指定緊急避難場所は、美女木小学校、美笹中学校、美谷本

小学校、南稜高等学校、西部福祉センター。

➡ 安全・安心な避難環境の整備。浸水前の迅速かつ安全な避

難に向けた、避難施設及び避難経路についての周知。地域

や避難者の特性に応じた避難訓練の実施。

Ｃ：荒川が氾濫した場合には、１日から長ければ１週間程度浸

水が続くことが想定されている。

➡ 市内の避難施設における非常食等の備蓄の充実。

Ａ：３ｍ以上の浸水が想定され

ている。

➡ 河川整備の促進や維持管理

を継続。防災に関する適切

な情報の発信。早期広域避

難の周知徹底。

Ａ：１～３ｍの浸水が想定されているが、

垂直避難可能建物が少ない。

➡ 河川整備の促進や維持管理を継続。

防災に関する適切な情報の発信。早

期広域避難の周知徹底。

Ｇ：地震による建物の倒壊危険度が高い

エリアが地域内に広く分布してい

る。

➡ 建物の崩壊を防ぐための液状化対策

の実施。

Ａ：地域のほぼ全域で３ｍ以上の浸水が想定されている。

➡ 河川整備の促進や維持管理を継続。防災に関する適切な情報の

発信。早期広域避難の周知徹底。

Ｂ：指定緊急避難場所は笹目東小学校、笹目小学校、笹目中学校、

児童センタープリムローズ、笹目コミュニティセンター。

➡ 安全・安心な避難環境の整備。浸水前の迅速かつ安全な避難に

向けた、避難施設及び避難経路についての周知。地域や避難者

の特性に応じた避難訓練の実施。

Ｃ：荒川が氾濫した場合には、３日から長ければ１週間程度浸水が

続くことが想定されている。

➡ 市内の避難施設における非常食等の備蓄の充実。

Ｅ：アンダーパスにおいて冠水によ

る途絶のおそれ。

➡ アンダーパスの迂回路の事前確

認と豪雨時の利用回避。

Ａ：５ｍ以上浸水すると想定されているため、３階

建て以上の建物も浸水するリスクがあるが、

周辺に指定緊急避難場所が配置されておら

ず、垂直避難可能建物も少ない状況。

➡ 河川整備の促進や維持管理を継続し、災害時

にも治水機能を発揮できる環境を整備防災に

関する適切な情報の発信・早期広域避難の周

知徹底。

Ｄ：居住誘導区域内に家屋倒壊

等氾濫想定区域が指定され

ており、木造家屋等が倒壊

するおそれがある。

➡ 発災前の市外への事前避難

の徹底。垂直避難が可能な

堅牢な建物の確認。

Ｇ：地震による建物の倒壊危険

度が高いエリアが地域内に

広く分布している。

➡ 建物の倒壊を防ぐための耐

震化や液状化対策の実施。

Ｅ：地形的に内水氾濫による浸

水しやすいエリアが点在し

ている。

➡ 浸水対策の強化による内水

被害の軽減。日頃から防災

情報等の注視。

Ｇ：地震による建物の倒壊危険

度が特に高いエリア。

➡ 建物の倒壊を防ぐための耐

震化や液状化対策の実施。

Ａ：笹目７、８丁目、早瀬１、２丁目

では、想定最大規模の浸水で、３

ｍ以上とされているが、周辺に

指定緊急避難場所が配置されて

おらず、垂直避難可能建物も少

ない状況。

➡ 河川整備の促進や維持管理を継

続。防災に関する適切な情報の

発信。早期広域避難の周知徹底。

４ ５笹目地域 美女木地域

● 地域別の課題

● 防災まちづくりの将来像

4 浸水被害箇所数 95箇所/年(令和3年度) 47箇所/年
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